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７つの競争力
価値創造プロセス
ビジネスモデル

財務・非財務ハイライト
ステークホルダーへの価値提供

当社のビジネスモデルについて各事業の位置付けを説明しています。
特にニッケルを題材とした、3事業連携のプロセスと競争優位性の
説明に注力しており、他の資源メジャーとの違いをご理解いただき
たいと考えています。

従来より説明していた7つの競争力について、非財務資本との関連
が視認できるよう一覧化しています。この競争力は各事業ページで
も言及するなど、自社の特長を、冊子を通じて訴求しています。

財務・非財務資本については、定量的にかつ複数年での変遷を開示
しています。とりわけステークホルダーへの価値提供を詳述する構
成としており、当社の取り組みがステークホルダーの皆様にどのよ
うな価値を提供しているのか、わかりやすい発信を心掛けています。

この章で伝えたいこと

当社の価値創造プロセスは、7つの競争力から 
生み出される非財務資本をインプット、3事業連
携を中核とする事業活動、そしてその成果を提
供価値（アウトカム）として構成しています。
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価値創造の仕組み

7つの競争力

●  源流は、1600年頃に京都で蘇我理右衛門が開発した粗銅と銀を分離する「南蛮吹き」の技術
●  開発困難な新鉱床や海底資源開発に挑む探鉱・採鉱・選鉱技術
●  世界に先駆けて低品位酸化鉱からニッケルを資源化したHPAL（高圧硫酸浸出）法などの高度な製錬技術
●  歴史に培われた金属に関する高度な知見と材料分野における高い技術力を融合し、資源開発から高機能材料の
生産・リサイクルに至る一貫したサプライチェーンによる3事業連携のビジネスモデルで、脱炭素社会に貢献

●  学術機関とも連携し、2050年の社会を見据えた技術革新に挑む

430余年磨き続けた
次代を見据える技術

●  430余年にわたり脈 と々受け継がれている「住友のDNA」
●  住友の事業精神、SMMグループ経営理念や経営ビジョンの全従業員への継続的な教育による浸透と実践
●  人材への積極的な投資（各種研修プログラム、学習機会の提供、健康経営推進など）
●  人を大切にし、多様性を尊重する風土（ライフステージに対応した配置と支援、人材確保の施策強化）
●  組織や職位を超えたコミュニケーション活性化のための取り組みの推進

事業精神を共有する従業員と
自由闊達な企業風土

●  保有している海外優良鉱山権益の基盤は、業界トップクラスの信頼できるパートナーとの良好な関係の構築・維持
●  住友の事業精神に基づく事業運営の姿勢と、永い歴史に培われた金属に関する高度な知見と技術を「信頼」のベー
スとして、取引先との強固なパートナーシップを実現

●  長期的なパートナーとしての信頼関係が、次のビジネス機会を築く

長期的視点に立った
ビジネスパートナーとの
信頼関係

●    「当社グループの成長は、住友の事業精神のもと、従業員の家族も含めて幸せになること、社会とともに発展するこ
とである」という考えに立脚し、事業を通じた地域社会との共存共栄を永きにわたり実践

●  鉱山開発は「街づくり」から。別子銅山の稼働中に住友が創立した愛媛県新居浜市の小学校は創立129年
●  国内だけでなく、海外においても奨学金制度、病院や学校の運営、道路建設などを通じて地域社会に貢献
●  対話と連携に基づいた地域社会との信頼関係の構築

事業を通じて蓄積してきた
地域社会との関わり

●  適正な管理体制がなければ人命に関わる重大事故が起こりかねない事業であることを認識し、重篤災害ゼロとい
う目標を掲げ、労使が一体となって安全の取り組みを推進 

●  重篤災害リスク（稼働設備、高所、重量物、重機）に重点を置いた設備・本質安全化をはじめとする設備対策を推進
●  より効果的な教育訓練の導入・展開による危険感受性向上（VRなども活用）と作業観察などを通じた現場管理に
よるヒューマンエラーの撲滅

安全に対する堅い決意のもと、
職制の各階層に応じた
責任を果たす重大リスク管理

●  材料だけでなくその原料である金属の特性まで熟知している強みを活かし、これまで開発した様々な技術を、顧客
が望む「イノベーション」に結実

●  低品位酸化鉱からニッケルを抽出する技術を保有し、安定して素材を確保できる体制を構築。大手電気自動車メー
カー向けリチウムイオン二次電池に用いられるニッケル系正極材の生産能力を増強

●  長期的視点で顧客の要求に粘り強く応え、信用獲得を旨に真摯に対応し、車載、エネルギー・環境、通信分野など
に向けた新製品の創生を継続

顧客ニーズに寄り添い
応え続ける協働力

●  資金投入から回収まで長期間を要する、資源・製錬の開発プロジェクトにかかる一時的な巨額のキャッシュ・アウ
トフローに耐えうる、投資機会を逃さないための健全な財務体質を維持

●  国内で唯一大規模商業生産を行う金鉱山である菱刈鉱山、世界トップクラスの銅生産量を誇るモレンシー銅鉱山
など、健全な財務体質を支える優良鉱山の権益を複数保持

●   収益力を維持するために果断にポートフォリオの見直しを実施

投資機会を逃さない
ための財務体質

1

2

3

4

5

6

7

源流事業を受け継ぐ信頼と誇り

　住友グループの源流である銅製錬事業を受け継いだ当
社グループは、430余年の歴史の中で培った様々な資本
を戦略や事業の中で掛け合わせることで「7つの競争力」
を作りあげてきました。
　成長の基盤を形成するこれらの競争力のよりどころと
なるのが、「住友の事業精神」。事業精神の実践により、当
社グループはこれまであらゆる困難を乗り越えてきました。
現在では、特徴ある財務・非財務資本を活用した、資源事
業、製錬事業、材料事業の3事業連携により、時代の変化
に対して、しなやかに、そして強靭に対応しています。

財務資本

投資機会を逃さない
健全な財務体質

製造資本

高い競争力を有する
製造拠点

知的資本

3事業連携を実現する
組織知の集積

人的資本

文化を継承・理解し、
安全に堅い決意を持つ
役員・従業員

社会・関係資本

あらゆる

ステークホルダーと

構築してきた信頼関係

自然資本

持続可能な
地球資源の活用と
リサイクル技術の蓄積

知的資本／製造資本／自然資本

人的資本

社会・関係資本／自然資本

社会・関係資本

人的資本／製造資本

社会・関係資本

財務資本／自然資本

住友の事業精神
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価値創造プロセス

INPUTS

●  操業中の鉱山：国内1カ所 海外8カ所
●  製錬事業の工場数：国内5カ所 海外3カ所
●  材料事業の工場数：国内17カ所 海外4カ所
●  研究所／研究センター：国内4カ所
●  設備投資額：1,499億円

製造資本

●  資本合計：1兆9,734億円
●  有利子負債：5,303億円

財務資本

3事業連携から
生み出される競争優位

●  研究開発費：110億円
●  保有知的財産権：5,946件
●  低品位鉱石の有効活用、コスト競争力、生産性等の点で優れ
た生産方法・操業技術に関する技術力（HPAL、MCLE等）

知的資本

●  従業員数：連結7,496人
●  住友の事業精神や当社グループの組織文化を 
継承・理解している役員・従業員

●  OJTによる能力開発

人的資本

●  対社会：倫理観のある組織／リスクマネジメント体制／ 
ソーシャルライセンス

●  対取引先：長年培ってきたビジネスパートナーとの信頼関係／
適切なサプライチェーンマネジメント

●  対政府：各国政府および地域との信頼関係
●  対顧客・従業員：当社グループブランド、顧客ニーズに 
寄り添い応え続ける協働力

●  対地域社会：本業を通じて蓄積してきた地域社会との関わり

社会・関係資本

●  操業中の鉱山：国内1カ所 海外8カ所
●  原材料鉱物資源
　 銅精鉱使用量：121万9,000トン
　 ニッケル酸化鉱使用量：779万トン
　 金銀鉱使用量：17万5,000トン
　 リサイクル原料：20万2,000トン
●  水資源（淡水、海水）：1億7,428万7,000m3

●  関連エネルギー源　石炭・コークス類：1万2,545TJ
    （エネルギー使用量の60.3%）

自然資本

BUSINESS ACTIVITIES

OUTPUTS

OUTCOMES

●  連結自己資本比率 59.0%（実績）
●  JCR格付け AA－
●  配当性向 45.9%　配当 98円／株（前年度比△107円／ 株）
●  TSR（10年累積） 121.6%

健全な財務体質
（連結自己資本比率50%以上）
連結配当性向原則35%以上
下限指標DOE1.5％
TSR

一時的なキャッシュ・アウトフローに耐えうる
健全な財務体質に向けて、内部留保と配当
のバランスを調整し、2023年度は連結自己
資本比率59.0％と高い水準を維持しています。

財務資本

●   コテ金鉱山、ケブラダ・ブランカ銅鉱山をランプアップ中
●   ニッケル系正極材の生産能力増強 

6万トン／年→計画2025年度8万4,000トン／年
●  菱刈鉱山の重機の自動走行

拠点や設備の増加・増強・改修
需要増に応じた生産能力の向上
DXの推進による成果

自動車電動化を背景としたリチウムイオン
電池やニッケル水素電池の需要拡大に向け
て、新居浜新工場の建設によるニッケル系
正極材の生産能力増強が進んでいます。

製造資本

●  発明者に対する実績補償の実績 
2023年度に支払われる対価の総額 
2,440万円（支払対象41件）

●   オープンイノベーションを目指した情報発信サイトX-MINING®
（クロスマイニング）への取り組み
●  車載用リチウムイオン電池リサイクル技術実証、 
事業化に向けた取り組み

開発ノウハウ
生産・設備開発技術

情報発信サイト「X-MININGⓇ」を通じて、オー
プンイノベーション活動が行われた結果、繊
維・アパレルの素材に関する開発ノウハウの
蓄積が進みました。

知的資本

●  従業員の重篤災害 2件（前年1件）
●  従業員の全災害 17件（前年25件）
●  業務上疾病 0件（前年0件）
●  従業員意識調査の実施
●  先住民に関する社内教育実施への取り組み
●  総合職人事制度の改正
●  従業員一人当たりの年間教育時間 25時間（前年度23時間）
●  製錬大学
●  マイニングスクール
●  健康セミナーの実施

高い安全意識
社員の意識向上、理解促進
社会貢献
人的資本の強化
Off-JTによる能力向上
OJTによる能力向上
社員の働きがい向上
健康経営の推進

職務・職責と報酬との整合性の見直しと活
躍できる機会提供を盛り込んだ総合職人
事制度の改正を実施した結果、従業員の制
度への理解が進み、意識が向上しました。

人的資本

●  重大環境事故の件数 0件
●  インフラ投資および支援サービス 19.7億円
●  苦情処理メカニズム　JaCERへの加盟
●  先住民に関する社内教育実施への取り組み
●  CBNC・THPALがフィリピン環境天然資源省より5つの賞を受賞
●  責任ある鉱物調達、サステナビリティ調達
●  CWO®の衣料用途への展開
●  支払法人税額 582億円 

地域コミュニティ、地域住民、
先住民との良好な関係維持・促進
パートナー、協力会社、
サプライチェーンとの良好な
関係維持・促進
顧客との共創による製品用途
拡張
公正な納税義務の履行

海外主要製錬所であるCBNC・THPALにお
ける安全と環境に配慮した操業により、地
域コミュニティ、地域住民との良好な関係
維持を継続しています。

社会・関係資本

●  設備投資における環境保全関連投資 14,086百万円
●  水使用量の合理化 2,288万m3減少
●  大気・水域への有害物質の排出量 123トン減少
●  石炭・コークスの使用量 1,233TJ減少
●  リサイクル原料使用比率 1.68%
●  GHG排出量（スコープ1・2） 267千トン－CO₂e減少
●  低炭素貢献製品 GHG削減貢献量 57万トン－CO₂／年

大気・水域への有害物質の排出
エネルギー使用量
銅・亜鉛・貴金属などのリサイクル
生産
気候変動対策

ICP制度を活用した再生可能エネルギー導
入や燃料転換など省エネルギー、高効率化
により、当社グループのGHG排出量削減に
取り組むとともに、低炭素貢献製品の開発
と事業展開を通じて、社会全体のGHG排
出量の削減に取り組んでいます。

自然資本

 は各資本へのインパクトを示す

資源の有効活用
製錬  
ニッケル酸化鉱からのスカンジウムとクロマイトの回収
製錬 材料  
リチウムイオン二次電池リサイクルプロセスの事業化 
（銅・ニッケル・コバルト・リチウム）

非鉄金属素材

年間生産量
8.1万トン

ニッケル（Ni） 製錬
権益分生産量／年
21万トン
電気銅の年間生産量
38万トン

銅（Cu） 資源 製錬

年間生産量※
18トン
※ 製品生産量（製錬）

金（Au） 資源 製錬

高機能材料

電池正極材 資源 製錬 材料

生産能力 6万トン／年

製錬事業材料事業

資源事業
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価値創造の仕組み

　環境・社会に配慮した鉱山開発・運営を行う「資源事業」。
採掘した鉱物資源から高品質な金属素材を生み出す「製錬事
業」。そしてその素材に時代が求める新たな価値を付加する「材
料事業」。当社は資源、製錬、材料の3つの事業を運営し、それ
らが有機的に連携する、世界でも類を見ないユニークな「3事
業連携」ビジネスモデルを有しています。各事業間で人・モノ・
技術・情報を共有・活用することで競争優位を築いています。

「3事業」が有機的に連携

ビジネスモデル

製錬事業材料事業

資源事業

　当社グループは様々なリサイクルに取り組んでいます。製錬事業で
は、亜鉛に関して鉄鋼メーカーや商社から鉄鋼ダストを集荷し、金属
亜鉛の原料となる粗酸化亜鉛焼鉱を製造、販売しています。また、銅
については電線などの銅スクラップを購入、製錬し、リサイクルを行っ
ています。貴金属についても主に半導体部品のスクラップやめっき液
などからのリサイクルを行っています。
　近年、自動車の電動化が急速に進展する中、製錬事業において、使
用済みの車載用二次電池から銅、ニッケル・コバルトを回収、金属材

料に加工して、材料事業へ供給し、材料事業において電池の正極材
としてよみがえらせる電池リサイクルを推進しています。
　さらに、当社はリチウムについてもパートナー企業と協働したプロ
セスで使用済み二次電池から回収する技術を確立しています。
　今後も、当社グループは様々なリサイクルに取り組み、持続可能な
循環型社会の形成と世界的な資源枯渇に対応する資源循環の推進
強化に貢献していきます。

住友金属鉱山のリサイクル

Case 鉱石から電池材料まで一貫した自社ニッケルサプライチェーン

3事業連携から生み出される競争優位

❶  資源開発に関する規制や需給の動向等の情報共有による調達リスクの大幅な低減

❷  非鉄金属素材の技術情報の共有化、および材料事業部門の顧客との協働による、効率的な新製品開発の推進

❸  製錬、材料事業の連携による、車載用電池向け正極材など高機能材料の安定供給

❹  製錬、材料事業の連携による、供給素材の特性の最適化

❺  資源、製錬事業の連携による、マイニングビジネス機会の先取りと拡大

❻  多様なバックグラウンドを持つ人材の「知恵の結集」による革新的イノベーション

❼  資源、製錬、材料事業の連携による、循環型システムの構築と機会拡大

❽  一貫した自社内でのサプライチェーンによる、品質等のトレーサビリティの実現

「資源」「製錬」「材料」の3事業連携により、ニッケル鉱石の確保から電池材料生産まで、
一貫した自社内でのニッケルサプライチェーンを有し、
原料確保、安定供給、品質等のトレーサビリティを実現しています。
また、電池材料の原料となるニッケルをリサイクルにより再資源化することで、資源の循環を推進しています。

■ニッケルサプライチェーンにおける3事業連携
■3事業間の人・モノ・技術・情報の連携

鉱山・商社

金属加工事業者・
商社

鉄鋼メーカー・
商社

鉱山（権益保有）
製錬事業者・商社

サプライヤー
ビジネスパートナー 当社グループ 顧客市場

材料メーカー・
商社

電子デバイス
メーカー

廃バッテリー
前処理メーカー 電池メーカー

資源事業

●  海外鉱山開発・運営への参画
●  菱刈鉱山の運営
●  銅精鉱の販売
●  新規鉱山の探査
●  鉱山権益の獲得・譲渡
●  鉱山技術者の育成

製錬事業

●  銅・金（その他貴金属）製錬
● ニッケル（コバルト）製錬

● 銅リサイクル
● 貴金属リサイクル
● 亜鉛リサイクル
● 電池リサイクル

● 製錬技術者の育成

材料事業

●  電池正極材製造・販売
●  機能性材料製造・販売
●  材料技術者の育成

リサイクル

鉱石

金属材料

電池正極材

機能性材料原材料

鉱石（銅・金）
銅スクラップ

使用済み
二次電池

鉱石
（銅・ニッケル・
コバルト）

鉱石の特性情報
（品位・性状・不純物）の共有
技術の相互活用
人材の交流
金属需要情報の共有

鉱石
（銅・金）

金属材料の特性情報
（品位・性状・不純物）の共有
技術の相互活用
人材の交流
金属需要情報の共有

金属材料

出資
（ニッケル）

出資

鉄鋼ダスト（亜鉛）

鉱石（銅・金）

出資（銅・金）

技術・人の支援

世界に類を見ない独自のビジネスモデル

電池材料（正極材）に
加工

材料

硫酸ニッケルに
加工

製錬②

ニッケル鉱石を製錬し
不純物を除去

製錬①

原料の
ニッケル鉱石を確保

資源

製錬③リサイクル

お客さま
再資源化電池リサイクル P.65
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財務資本

0
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2,000

3,000

4,000

20232022202120202019
0
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（億円） （%）

（年度）

■税引前当期利益（左軸）　■内持分法投資損益（左軸）　
　  税引前当期利益率（右軸）

9.3
13.3

28.4

790
1,2341,234

3,574

62 87

575

16.2

2,299

958

331
6.6

365

■ 税引前当期利益／内持分法投資損益／税引前当期利益率

連結税引前当期利益は、銅およびニッケル価格の下落や、前期の急速な円安進行
によって生じた為替差益などの一時的な損益好転要因が当期は縮小したことなど
から、前期に比べ1,341億円減少し、958億円となりました。

0

5,000

10,000

15,000

8,519
9,261

12,591

14,230 14,454

（年度）2022 2023202120202019

（億円）

■ 売上高

連結売上高は、車載用電池材料の増販などにより、前期に比べ224億円増加し、
1兆4,454億円となりました。

■有利子負債額（左軸）
 　 ギアリングレシオ（D/Eレシオ）（右軸）

0

2,000

4,000

6,000

20232022202120202019
0.0

0.2

0.4

0.6
（億円） （倍）

（年度）

3,679
3,307

3,014

4,573

5,303

0.370.37

0.300.30 0.210.21

0.280.28 0.300.30

■ 有利子負債額／ギアリングレシオ（D/Eレシオ）※2

当期末有利子負債額は、前期末に比べ730億円増加し、5,303億円となりました。
ギアリングレシオ（D/Eレシオ）は前期末に比べ0.02ポイント上昇し、0.30倍となり
ました。

■ 親会社所有者帰属持分／親会社所有者帰属持分比率

親会社の所有者に帰属する持分合計は、前期末に比べ1,534億円増加し、1兆7,851
億円となりました。親会社所有者帰属持分比率（自己資本比率）は59.0%で財務健
全性に関する数値目標である50%超を満たす水準を維持しています。

■1株当たり配当金（左軸） 　  配当性向（右軸）

0

100

200

300

400

500

20232022202120202019
0
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（年度）

78
121

301

205

98

35.135.1※135.135.4

45.9

■ 1株当たり配当金／配当性向

配当方針は業績連動型としており、2023年度の1株当たり年間配当金は、中間配当
35円と期末配当63円を合わせて98円となりました。配当性向は、21中計期間の配
当方針である「連結配当性向原則35%以上」および当期より下限指標として追加
したDOE 1.5％により、45.9%となりました。

0

1,000

2,000

3,000

（年度）2022 2023202120202019

606

946

2,810

1,606

586

（億円）

■ 親会社の所有者に帰属する当期利益

親会社の所有者に帰属する当期利益は、連結税引前当期利益が減少したことなど
により、前期に比べ1,020億円減少し、586億円となりました。

0

10,000

20,000

30,000

40,000
（億円）

（年度）2022 2023202120202019

17,19717,197 18,86018,860
22,68822,688

27,07927,079
30,27730,277

■ 総資産

当期末の資産合計は、前期末に比べ3,198億円増加し、3兆277億円となりました。
有形固定資産、持分法で会計処理されている投資および非流動資産のその他の金
融資産などがそれぞれ増加したことなどから、前期末に比べ増加しました。

AA-/安定的

■ 財務格付け

当社は、日本国内の市場において株式会社日本格付研究所（JCR）から「ダブルA
マイナス」の長期発行体格付を取得しており、資金調達にあたっては十分な信用力
を保持しておりま す。

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

20232022202120202019

（億円）

（年度）

915

1,365
1,595

1,204

2,107

■ 営業キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期利益が減少し、営業債務およびそ
の他の債務の増加幅が縮小したものの、非鉄金属価格の下落などにより棚卸資産
が減少したことなどから、前期に比べ903億円収入が増加しました。

0

5

10

15

20

25

20232022202120202019

（%）

（年度）

　　ROA　　ROE

3.45
5.25

8.94

13.53

21.96

6.45

10.44

2.04

3.43

5.91

■ ROA／ROE

ROAは2.04%となり、前期と比べ4.41ポイント低下しました。ROEは3.43%となり、
前期と比べ7.01ポイント低下しました。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

20232022202120202019
0

20

40

60

80
（億円） （%）

（年度）

59.059.0

10,019
11,139

14,45314,453

16,317
17,851

60.360.3

63.759.158.3

■親会社所有者帰属持分（左軸）    　親会社所有者帰属持分比率（右軸）

※1  2021年度に計上したシエラゴルダ銅鉱山に係る権益の全持分譲渡に伴う売却益には、2019年度の利益剰余金期首残高で調整した Sierra Gorda S.C.M.への貸付金等に対する
貸倒引当金の累積的影響額（改訂 IAS 第 28 号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」）の戻入れに相当する金額が含まれています。そのため、この会計基準の適用に起因し、
本持分の譲渡に伴い発現した2021年度の業績への影響額については、配当額の算定において除いています。この会計処理の適用に起因する影響額を除いた基本的1株当たり当期
利益は857.47円となります。

※2  有利子負債額およびギアリングレシオ（D/Eレシオ）については、リース負債を含まない金額・数値になります。
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製造資本 人的資本

社会・関係資本
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（千トン/年）
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■既存　■＋2万4千トン/年増産　■増産（27年度まで）　■増産（30年度まで）
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■ 電池材料（正極材）の生産能力
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■設備投資　■減価償却費

507454
351
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645

465

1,408

533
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■ 設備投資／減価償却費

知的資本

■  事業別保有特許件数比率

■  地域別保有特許件数比率0

30
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20232022202120202019201820172016201520142013

66
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52 51
63

69
62 66

92

110

（億円）

（年度）

■ 研究開発費の推移

■ 役員・従業員の状況（連結）　

■ 国・地域別の支払法人税（2023年度）

地域別役員・従業員数（連結）（2024年3月末）
※ （  ）は2023年3月末時点からの増減

各年度末時点 2019 2020 2021 2022 2023

役員・従業員の
内訳（人）

管理職社員 1,076 1,082 1,061 1,034 1,134

一般社員 5,711 5,895 6,033 6,208 6,284

嘱託・期間雇用 678 710 676 603 611

役員 105 110 109 105 104

合計 7,570 7,797 7,879 7,950 8,133

役員・従業員の
男女別内訳（人）

男性 6,178 6,328 6,415 6,477 6,614

女性 1,392 1,469 1,464 1,473 1,519

取締役の内訳 
（人・単体）

男性 7 7 7 7 6

女性 1 1 1 1 1

合計 8 8 8 8 7

うち、社外取締役 3 3 3 3 2

持分法適用会社について、法人税等の金額のうち当社持分比率見合いを上記に含めています。

1人（±0）
オランダ

4人（△1）
韓国

9人（△3）
米国

103人（△2）
中国

1人（±0）
ブラジル

6,256人（+171）
日本

18,828

日本

3,642

フィリピン

908

オランダ

401

オーストラリア

11,076

チリ

3,635

米国

954

ニューカレドニア

17,205

ペルー

17

その他

1,555

中国

58,221

合計

（百万円）

136人（△9）
ベトナム

8人（+1）
オーストラリア

1,531人（+27）
フィリピン

19人（△7）
台湾

27人（+4）
チリ

17人（±0）
ペルー

操業中の鉱山 国内1カ所 海外8カ所
製錬事業の工場数 国内5カ所 海外3カ所
材料事業の工場数 国内17カ所 海外4カ所
研究所 /研究センター 国内4カ所

資源事業

1.3%

製錬事業

31.1%

コーポレート（工務・分析など）

6.6%

材料事業

61.0%

保有特許件数

 国内：3,525件
海外：2,421件

中南米・中東・アフリカ

0.8%

日本

59.3%

オセアニア

2.6%
欧州

8.6%
北米

8.9%
アジア

19.8%

保有特許件数

 国内：3,525件
海外：2,421件

21人（+2）
カナダ
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ステークホルダーへの価値提供財務・非財務ハイライト

自然資本

2023年度の内分け

■ 取引先　■ 従業員　■ 株主・債権者　■ 政府・行政　■ 社会
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20232022202120202019 （年度）

（億円）

8,665 8,606

11,791

16,685

13,844

■ ステークホルダーごとの価値分配

取引先

仕入れ等への支払い：14,976億円
当社グループを取り巻く事業環境や社会情勢などを踏まえ、成
長戦略を遂行し持続可能な成長を実現していくための適切な
支払いを、適正に行っています。

株主・債権者

配当金、利息の支払い：580億円
成長戦略と堅実なガバナンス、適切な情報開示による企業価値
の増大を通じて、業績に見合う配当を実施しています。

従業員

従業員への支払い：799億円
良好な労働環境を構築し、組織内での個々人の役割を明確にす
ることで、適切な対価の支払いを実施しています。

政府・行政

納税額：307億円
コンプライアンスを徹底するとともに、事業を展開している国や
地域社会の発展に貢献しています。

社会

寄付金等：22億円
地域社会と共存し、地域の発展のために貢献するとともに、先
住民の伝統と文化を尊重し、行動する企業であるために、社会
への還元を実施しています。

　株主にとどまらず、従業員、取引先、顧客、債権者、地域
社会をはじめとする多様なステークホルダーとの価値協
創が重要となっていることを踏まえ、価値協創や生産性

向上によって生み出された収益・成果について、マルチス
テークホルダーへの適切な分配を行い、自社と社会の持
続的発展に努めています。

■ 金銀鉱使用量
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■ 水資源（淡水、海水）
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■ GHG排出量の推移（スコープ１および２）
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■国内　■海外
（千トン-CO2e）
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2,8072,807 2,7602,760 2,6472,647 2,8232,823

1,4121,412 1,3871,387 1,3001,300

1,3951,395 1,3731,373 1,3471,347

1,4841,484

1,3391,339
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1,4491,449

1,1071,107

■ ニッケル酸化鉱使用量
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■ リサイクル原料
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■ 関連エネルギー源（石炭・コークス類）
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■ 設備投資における環境保全関連投資
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■公害防止・環境保全（左軸） ■省エネルギー（左軸）　　設備投資額に対する比率（右軸）
（百万円） （％）

（年度）
（計画）

6,0545,385
7,706

12,171
14,086

19,577

10.6

17.3

11.9
8.6 9.4

11.2

■ 銅精鉱使用量
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（年度）

1,441
1,232 1,287

1,493

1,219
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